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１．代表構造物、評価対象部位および評価点の選定

１－１．経年劣化事象と劣化要因の概要

構造物 経年劣化事象 劣化要因

コンクリート 強度低下

熱

コンクリートが熱を受けると、温度条件によってはコンクリート
中の水分の逸散に伴う乾燥に起因する微細なひび割れ、ある
いは水分の移動に起因する空隙の拡大などにより強度が低下
する可能性がある。

放射線照射
コンクリートは、中性子照射やガンマ線照射に起因する内部

発熱によるコンクリート中の水分の逸散などにより、強度が低下
する可能性がある。

中性化

コンクリートは空気中の二酸化炭素の作用を受けると、徐々
にそのアルカリ性を失い中性化する。

中性化がコンクリートの内部に進行しアルカリ性が失われると
鉄筋周囲に生成されていた不動態被膜も失われ、鉄筋はコンク
リート中の水分、酸素の作用により腐食し始める。さらに、鉄筋
の腐食が進行すると酸化生成物による体積膨張からコンクリー
トにひび割れや剥離が生じ、コンクリート構造物としての健全性
が損なわれる可能性がある。

構造物ごとの経年劣化事象と劣化要因（１／４）
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構造物 経年劣化事象 劣化要因

コンクリート 強度低下

塩分浸透

コンクリート中に塩化物イオンが浸透して鉄筋位置まで達する
と、鉄筋表面の不動態被膜が破壊されるため鉄筋は、コンク
リート中の水分、酸素の作用により腐食し始める。腐食が進行
すると酸化生成物による体積膨張からコンクリートにひび割れ
や剥離が生じ、コンクリート構造物としての健全性が損なわれる
可能性がある。

機械振動
機械振動により、コンクリート構造物が長期間にわたって繰返

し荷重を受けると、ひび割れの発生、ひいては損傷に至る可能
性がある。

アルカリ骨材反応

コンクリート中の反応性シリカを含む骨材と、セメント等に含ま
れるアルカリ（ナトリウムイオンやカリウムイオン）が、水の存在
下で反応してアルカリ珪酸塩を生成し、この膨張作用によりコン
クリートにひび割れが生じ、コンクリート構造物としての健全性
が損なわれる可能性がある。

凍結融解

コンクリートの水分が凍結し、それが気温の上昇や日射を受
けることなどにより融解する凍結融解を繰り返すことでコンク
リートにひび割れが生じ、コンクリート構造物としての健全性が
損なわれる可能性がある。

構造物ごとの経年劣化事象と劣化要因（２／４）

コンクリートの強度低下および遮蔽能力低下（含む鉄骨構造の強度低下）
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構造物 経年劣化事象 劣化要因

コンクリート 遮蔽能力低下 熱
コンクリートは、周辺環境からの伝達熱および放射線照射に

起因する内部発熱により、コンクリート中の水分が逸散し、放射
線に対する遮蔽能力が低下する可能性がある。

コンクリート
テンドンの緊張力

低下

プレストレス損失

コンクリートの乾燥収縮・クリープは、構造物の供用期間中に
わたってコンクリート部の体積を変化させ、テンドンの緊張力に
影響を及ぼす。 また、ＰＣ鋼より線のリラクセーションは、ＰＣ鋼
より線の材料特性、初期応力、温度および時間に依存してテン
ドンの引張応力を低下させる。

これらのことから、プレストレス損失により、テンドンの緊張力が
低下する可能性がある。

熱
高温によるＰＣ鋼より線の強度低下やリラクセーションが増加

することにより、テンドンの緊張力が低下する可能性がある。

放射線
放射線（中性子）によるプレストレスシステムの靭性の低下に

よりＰＣ鋼より線が破断し、テンドンの緊張力が低下する可能性
がある。

腐食
ＰＣ鋼より線等が腐食し断面欠損することによりテンドンの緊

張力が低下する可能性がある。

疲労
通常運転時における繰返し載荷や振動によって、ＰＣ鋼より線
等が強度低下し、破壊することにより、テンドンの緊張力が低下
する可能性がある。

構造物ごとの経年劣化事象と劣化要因（３／４）
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構造物 経年劣化事象 劣化要因

コンクリート 耐火能力低下
火災時
などの熱

コンクリート構造物は、断面厚により耐火能力を確保する設計
であるが、火災時に熱により剥落が生じ、部分的な断面厚の減
少に伴う耐火能力の低下によりコンクリートの健全性が損なわ
れる可能性がある。

鉄骨 強度低下

腐食

鉄は一般に大気中の酸素、水分と化学反応を起こして腐食す
る。また、海塩粒子等により、腐食が促進される。腐食が進行す
ると鉄骨の断面欠損に至り、鉄骨の強度低下につながる可能
性がある。

風などによる疲労
繰返し荷重が継続的に鉄骨構造物にかかることにより、疲労

による損傷が蓄積され、鉄骨の強度低下につながる可能性が
ある。

構造物ごとの経年劣化事象と劣化要因（４／４）
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１－２．代表構造物、評価対象部位および評価点の選定

１－２－１．代表構造物、評価対象部位および評価点の選定手順

ステップ１ 評価対象構造物のグループ化

・重要度指針におけるクラス１、２に該当する構造物または該当する機器を支持する構造物

・クラス３のうち高温・高圧の環境下にある機器を支持する構造物

・常設重大事故等対処設備、常設重大事故等対処設備を支持する構造物

・火災防護設備に属する構造物

・浸水防護施設に属する構造物

に該当する構造物を選定し、コンクリート構造物と鉄骨構造物にグループ化。

ステップ２ 代表構造物の選定

・グループ化した評価対象構造物について、使用条件等を考慮して代表構造物を選定

代表構造物について、劣化要因ごとに使用環境等を考慮して評価対象部位、評価点を選定

コンクリートの強度低下および遮蔽能力低下（含む鉄骨構造の強度低下）
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対象構造物 重要度分類等 コンクリート構造物 鉄骨構造物

外部遮蔽壁 クラス１設備支持 ○ －

内部コンクリート クラス１設備支持 ○ －

原子炉格納施設基礎 クラス１設備支持 ○ －

原子炉周辺建屋 クラス１設備支持 ○ ○（鉄骨部、水密扉）

制御建屋 クラス１設備支持 ○ ○（水密扉）

廃棄物処理建屋 クラス２設備支持 ○ ○（水密扉）

タービン建屋 クラス３設備支持 ○（タービン架台） ○（鉄骨部）

燃料油貯蔵タンク基礎、重油タンク基礎 クラス１設備支持 ○ －

緊急時対策所 常設重大事故等対処設備 ○ －

海水ポンプ室 クラス１設備支持 ○ ○（浸水防止蓋）

海水管トンネル クラス１設備支持 ○ －

防護壁、止水壁 浸水防護施設 ○ ○（鋼製部）

防波堤 浸水防護施設 ○ －

貯水堰 常設重大事故等対処設備 ○ －

評価対象構造物のグループ化

コンクリートの強度低下および遮蔽能力低下（含む鉄骨構造の強度低下）

１－２－２．代表構造物の選定

ａ．評価対象構造物のグループ化

評価対象構造物をコンクリート構造物および鉄骨構造物にグループ化した結果を下表に示す
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評価対象構造物配置図

原子炉周辺建屋
廃棄物処理建屋
制御建屋

外部遮蔽壁
内部コンクリート
原子炉格納施設基礎

海水ポンプ室
防護壁、止水壁

海水管トンネル 重油タンク基礎

燃料油貯蔵タンク基礎

貯水堰

防波堤

タービン建屋

緊急時対策所



ｂ．代表構造物の選定結果

評価対象構造物ごとの使用条件等によりグループ内の代表構造物を選定
（１）コンクリート構造物における選定結果

9

*1：環境条件の区分として、土中は一般の環境として区分されることから、他の屋外で仕上げがない構造物で代表させる。 【凡例】 ○：影響大、◇：影響小。－：影響極小、または無し

：グループ内代表構造物とする使用条件等

コンクリートの強度低下および遮蔽能力低下（含む鉄骨構造の強度低下）

対象構造物

（コンクリート構造物）

使 用 条 件 など
選
定

選定理由運転開始後

経過年数

高温部の

有無

放射線の

有無

振動の

有無
設置環境

供給塩化物量
耐火要求

の有無

緊張力

の有無屋 内 屋 外

外部遮蔽壁 28 ◇ ◇ －
一部

仕上げ無し
仕上げ有り ◇ － ○ ◎

ﾌﾟﾚｽﾄﾚｽｼｽﾃﾑを有する構造
物、屋内で仕上げ無し

内部コンクリート 28 ○
(１次遮蔽壁)

○
(１次遮蔽壁) －

一部

仕上げ無し
－ ◎

高温部、放射線の影響、

屋内で仕上げ無し

原子炉格納施設基礎 28 － ◇ － 仕上げ有り 埋設*1 ◇ ○ ◎
代表構造物を支持する構造
物、ﾌﾟﾚｽﾄﾚｽｼｽﾃﾑを有する
構造物

原子炉周辺建屋 28 － ◇

◇
(非常用ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ
発電機基礎)

一部

仕上げ無し
仕上げ有り ◇ － ◎

振動の影響、

屋内で仕上げ無し

制御建屋 28 － － － 一部

仕上げ無し
仕上げ有り ◇ － ◎ 屋内で仕上げ無し

廃棄物処理建屋 28 － ◇ － 一部

仕上げ無し
仕上げ有り ◇ － ◎ 屋内で仕上げ無し

タービン建屋 28 － －
○

(ﾀｰﾋﾞﾝ架台)
一部

仕上げ無し

埋設*1 － ◎
振動の影響、

屋内で仕上げ無し

燃料油貯蔵タンク基礎（配管トレンチ含
む）

28 － － － 埋設*1 ◇ －

重油タンク基礎 2 － － － 埋設*1 ◇ －

緊急時対策所 1 － － －
一部

仕上げ無し
◇ －

海水ポンプ室 28 － － －
一部

仕上げ無し

○
(海水と接触) － ◎

屋外で仕上げ無し
供給塩化物量

運転開始後経過年数

海水管トンネル 28 － － － 仕上げ無し ◇ －

防護壁、止水壁 2 － － － 仕上げ無し ◇

防波堤 28 － － －
一部

仕上げ無し

〇
(海水と接触)

貯水堰 2 － － － 仕上げ無し
○

(海水と接触)
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（２）鉄骨構造物における選定結果

：グループ内代表構造物とする使用条件等

【凡例】 ○：影響大、◇：影響小。－：影響極小、または無し

対象構造物
（鉄骨構造物）

使 用 条 件

選定 選定理由運転開始後
経過年数

設置環境

屋 内 屋 外

原子炉周辺建屋（鉄骨部） 28 仕上げ有り ◎ 運転開始後経過年数

原子炉周辺建屋（水密扉） 7 仕上げ有り

制御建屋（水密扉） 7 仕上げ有り

廃棄物処理建屋（水密扉） 6 仕上げ有り

タービン建屋（鉄骨部） 28 仕上げ有り ◎ 運転開始後経過年数

止水壁（鋼製部） 2 仕上げ有り

浸水防止蓋 2 仕上げ無し

コンクリートの強度低下および遮蔽能力低下（含む鉄骨構造の強度低下）
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代表構造物の概要

海水ポンプ室 平面図

海水ポンプ室 Ａ-Ａ断面図
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経年劣化事象に対する要因ごとの評価対象部位

凡例 ○：高経年化対策上着目すべき経年劣化事象
△：高経年化対策上着目すべき経年劣化事象ではない事象（日常劣化管理対象事象）
▲：高経年化対策上着目すべき経年劣化事象ではない事象（日常劣化管理対象事象以外）
＊：評価対象部位

コンクリートの強度低下および遮蔽能力低下（含む鉄骨構造の強度低下）

１－２－３．劣化要因ごとの評価対象部位の選定結果

経年劣化事象に対する劣化要因ごとの評価対象部位について、選定した結果を下表に示す

構 造 種 別 コンクリート構造物 鉄骨構造物

経年劣化事象 強度低下
遮蔽能力
低下

テンドンの緊張力低下
耐火能力
低下

強度低下

要 因 熱
放射線
照射

中性化
塩分
浸透

機械
振動

アルカリ
骨材反
応

凍結融解 熱
プレストレ
ス損失

熱
放射線
照射

腐食 疲労 腐食
風などに
よる疲労

代

表

構

造

物

外部遮蔽壁 △ △ ○* ▲ ▲ ▲ ▲ △

内部
コンクリート

１次
遮蔽壁*

○

１次
遮蔽壁*

○
△ △

１次
遮蔽壁*

○
△

原子炉格納
施設基礎

△ △
テンドン
定着部*

○

テンドン
定着部
▲

テンドン
定着部
▲

テンドン
定着部
▲

テンドン
定着部
▲

原子炉
周辺建屋

（鉄骨部含む）

屋内面*

〇
△ △ △

鉄骨部
△

鉄骨部
▲

制御建屋 △ △ △

廃棄物処理建屋
屋内面*

〇
△ △ △

タービン建屋
（鉄骨部含む）

ﾀｰﾋﾞﾝ
架台*

○

ﾀｰﾋﾞﾝ
架台
△

ﾀｰﾋﾞﾝ
架台
△

鉄骨部
△

鉄骨部
▲

海水ポンプ室 ○ ○ △ △
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１－２－４．高経年化対策上着目すべき経年劣化事象ではない事象とする理由について

経年劣化事象と、各事象に影響を及ぼす要因のうち以下に該当するものについては、高経年化対策上

着目すべき経年劣化事象ではない事象と判断した。

・想定した劣化傾向と実際の劣化傾向の乖離が考えがたい経年劣化事象であって、想定した劣化傾向

などに基づき適切な保全活動を行っているもの

・現在まで運転経験や使用条件から考えた材料試験データとの比較により、今後も経年劣化事象の進

展が考えられない、または進展傾向が極めて小さいと考えられる経年劣化事象

構造物 経年劣化事象 理由

コンクリート 強度低下

アルカリ
骨材反応

使用している骨材については、試験によりコンクリート構造物の健全性に
影響を与えるような反応性がないことを確認しており、また、 定期的に目視

点検を行っており、アルカリ骨材反応に起因すると判断されるひび割れ等は
認められていない。

凍結融解

日本建築学会「建築工事標準仕様書・同解説 ＪＡＳＳ５ 鉄筋コンクリート
工事」（２０１８）に示される凍害危険度の分布図によると大飯３号炉の周辺
地域は「ごく軽微」よりも危険度が低く、また、定期的に目視点検を行ってお
り、凍結融解に起因すると判断されるひび割れ等は認められていない。

高経年化対策上着目すべき経年劣化事象ではない事象と理由(1/3)
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構造物 経年劣化事象 理由

コンクリート
テンドンの緊張

力低下

熱

ＰＣ鋼より線の引張強度は、200℃程度までの温度であれば著しく低下す
ることはなく、温度400℃でも短期間（3～5 分）であれば、ＰＣ鋼より線の機
械的性質に有害な影響は生じない。

なお、コンクリート製原子炉格納容器で一般に経験される温度レベルは
200℃よりもはるかに低い65℃の範囲に収まっていると考えられるため、通

常運転時の状態下でＰＣ鋼より線に熱損傷が生じる可能性は極めて低く、コ
ンクリート構造物のうち、運転時に最も高温となる評価点においても65℃の
範囲に収まっていることを確認している。

放射線
ＰＣ鋼より線への放射線照射は4×1016ｎ/㎝2 までの中性子照射では影

響がなく、コンクリート製格納容器の照射量はこの値 よりも低いことを確認し
ている。

腐食

国内のＰＣＣＶでは、米国のような鉛直＋ガンマテンドン（テンドンギャラリと
リングガータで定着するテンドン）形式ではなく、逆Ｕテンドン形式を採用し、
テンドンの両端を底部内にあるテンドンギャラリに定着しているため、雨水や
地下水が浸入することはない。

また、シース、グリースキャップ内には、防錆材が充填されており、定着具
およびＰＣ鋼より線が腐食する可能性は極めて低く、防錆材は水溶性不純
物、含水量および全アルカリ価の検査を実施しており、全ての検査項目につ
いて判定基準を満足していることを確認している。

疲労

ＰＣＣＶにおいて、通常運転時に繰返し載荷や振動を与える機器類はなく、
また、プレストレスシステムの疲労試験（高サイクル疲労試験および低サイ
クル疲労試験）を施工に先立ち実施しており、テンドンの破断のないことを確
認している。

高経年化対策上着目すべき経年劣化事象ではない事象と理由(2/3)



15コンクリートの強度低下および遮蔽能力低下（含む鉄骨構造の強度低下）

構造物 経年劣化事象 理由

コンクリート
耐火能力
低下

火災時
などの熱

コンクリート構造物は通常の使用環境において、コンクリート構造物の断
面厚が減少することはなく、また、定期的に目視点検を行っており、火災時
などの熱に起因すると判断される断面厚の減少は認められていない。

鉄骨 強度低下

腐食

定期的に目視確認を実施しており、強度に支障をきたす可能性のあるよう
な鋼材の腐食は認められていない。また、鉄骨の強度に支障をきたす可能
性があるような鋼材の腐食に影響する塗装の劣化等が認められた場合に
は、その部分の塗装の塗替え等を行うこととしている。

風などに
よる疲労

煙突などの形状の構造物は、比較的アスペクト比高さの幅に対する比）が
大きく、風の直交方向に振動が発生する恐れがある（日本建築学会「原子力
施設における建築物の維持管理指針・同解説」（２０１５））。日本建築学会
「建築物荷重指針・同解説」（２０１５）において、アスペクト比が４以上の構造
物は風による振動の検討が必要とされているが、鉄骨構造物にアスペクト
比が４以上の構造物はない。

高経年化対策上着目すべき経年劣化事象ではない事象と理由(3/3)



16コンクリートの強度低下および遮蔽能力低下（含む鉄骨構造の強度低下）

２．健全性評価

２－１．コンクリートの強度低下

２－１－１．熱による強度低下

ａ．評価対象部位
運転時に最も高温状態となる１次遮蔽壁（内部

コンクリート）

ｂ．評価点
ガンマ発熱の影響の最も大きい炉心領域部

および原子炉容器サポート（ＲＶサポート）直

下部

ｃ．評価方法
コンクリートの温度制限値と温度分布解析結

果を比較

１次遮蔽壁の概要



17コンクリートの強度低下および遮蔽能力低下（含む鉄骨構造の強度低下）

（参考）長期間加熱を受けたコンクリートの物性変化※

・最高温度を自由水の脱水が生じる110℃までとした長尾らの実験によれば、長期加熱時のコンク
リートの圧縮強度については、65℃、90℃及び110℃で3.5年間加熱した場合でも、強度低下は見
られない

１
）

材料：中庸熱ﾎﾟﾙﾄﾗﾝﾄﾞｾﾒﾝﾄ＋ﾌﾗｲｱｯｼｭｾﾒﾝﾄ

水セメント比：50％

骨材：玄武岩の砕石

加熱前養生方法：20℃封緘養生

加熱開始時期：材齢91日

なお、記号の一部誤記は修正した。

長期加熱後のコンクリートの圧縮強度の変化

※ 長尾他、「熱影響場におけるコンクリートの劣化に関する研究」、第４８回セメント技術大会講演集、１９９４

1) 残存比：加熱開始直前の圧縮強度
に対する加熱後の圧縮強度の比

ｄ．健全性評価結果
コンクリートの最高温度は制限値以下であり、健全性評価上問題とはならない

最高温度（℃） 制限値※（℃）

約52.0（炉心領域部） 65

１次遮蔽壁における解析による最高温度と制限値の比較

※日本建築学会「原子炉建屋構造設計指針・同解説」（1988）



２－１－２．放射線による強度低下

ａ．評価対象部位
１次遮蔽壁（内部コンクリート）

ｂ．評価点
中性子、ガンマ線照射量が最大となる１次遮蔽壁
炉心側コンクリート

ｃ．評価手順
（１）放射線量率の算定

・１次遮蔽壁における中性子束（E>0.11MeV）
およびガンマ線量率を２次元輸送計算コード
ＤＯＲＴにより算出

（２）放射線照射量の算出
・上記線量率に運転時間※を掛けて中性子照
射量およびガンマ線照射量を算出

18

※運転時間の算出において用いた設備利用率
・２０１６年１２月３１日まで：実績
・２０１７年１月１日以降 ：９０％（想定）

コンクリートの強度低下および遮蔽能力低下（含む鉄骨構造の強度低下）

１次遮蔽壁の概要

評価対象部位
（炉心側コンクリート）
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ｄ．健全性評価結果

（１）中性子照射量
・運転開始後６０年時点における中性子照射量は、基準値を超えるが、基準値を超える範囲は部分的
で深さ方向に最大でも4cm程度であり、一次遮蔽壁の厚さ（最小壁厚約280cm）に比べて十分小さ
いことから、構造強度上問題とはならない。

運転開始後60年経過時点

の解析値※１ 基準値※２※３

中性子照射量
（n/cm2) 約1.83×1019 1×1019

１次遮蔽壁における中性子照射量の解析値と基準値との比較

コンクリートの強度低下および遮蔽能力低下（含む鉄骨構造の強度低下）

また、耐力評価として、保守的に内部コンクリート（１次遮蔽壁）からこの範囲を除いても、コンク
リートの圧縮耐力が地震時の鉛直荷重などの設計荷重を上回ること、また、日本電気協会「原
子力発電所耐震設計技術指針（JEAG 4601-1987）」に基づく内部コンクリートの最大せん断ひ
ずみ評価に対して影響がないことを確認している。

※１ E＞0.11MeV
※２ E＞0.1MeV
※３ 小嶋他、NTEC-2019-1001「中性子照射がコンクリートの強度に及ぼす影響」(2019)

なお、上記のエネルギー範囲の差異による中性子束の増加割合は運転時間を設定する際の余裕
よりも小さいことを確認しており、影響は軽微であると考えられる。



20コンクリートの強度低下および遮蔽能力低下（含む鉄骨構造の強度低下）

（２）ガンマ線照射量
・運転開始後６０年時点におけるガンマ線照射量は、基準値を下回るため、構造強度上問題とはなら
ない。

運転開始後60年経過時点
の解析値

基準値※１

ガンマ線照射量
（rad) 約1.14×1010 2.0×1010

１次遮蔽壁におけるガンマ線照射量の解析値と基準値との比較

※１ Hilsdorf、Kropp、and Koch、「The Effects of Nuclear Radiation on the Mechanical Properties of Concrete」、American 
Concrete Institute Publication、SP 55-10.1978）
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２－１－３．中性化による強度低下

ａ．評価対象部位

・屋内：外部遮蔽壁、内部コンクリート、原子炉格納施設基礎、原子炉周辺建屋、制御建屋、廃棄物処

理建屋およびタービン建屋

・屋外：海水ポンプ室

ｂ．評価点

・屋内：空気環境の実測値を踏まえた中性化への影響度を考慮し、原子炉周辺建屋、廃棄物処理建屋

の壁面を選定
・屋外：使用環境の違いを考慮し、取水構造物のうち気中帯を選定

ｃ．評価手順

（１）中性化深さの推定
・中性化推定式により、運転開始後60年経過時点の中性化深さを算出

（２）最大中性化深さ推定値の抽出
・中性化推定式のうち最大値となる中性化深さを抽出

（３）鉄筋が腐食し始める時の中性化深さの算出
・鉄筋が腐食し始めるときの中性化深さとして、屋内はかぶり厚さに2cmを加えた値、屋外はかぶり厚さ
の値をそれぞれ算出

（４）運転開始後60年経過時点の中性化深さの評価
・（２）と（３）の中性化深さを比較

コンクリートの強度低下および遮蔽能力低下（含む鉄骨構造の強度低下）
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ｄ．健全性評価結果

運転開始後60年経過時点における中性化深さが最大となる評価点において、鉄筋が腐食し始める時点
の中性化深さに達していないことから、健全性評価上問題とはならない

運転開始後60年後時点と鉄筋が腐食し始める時点の中性化深さの比較

コンクリートの強度低下および遮蔽能力低下（含む鉄骨構造の強度低下）

※1：森永式および実測値に基づく√t式による評価結果のうち最大値を記載
※2：屋内（外部遮蔽壁）はかぶり厚さに2cmを加えた値、屋外（取水構造物）はかぶり厚さの値

調査時点の中性化深さ ３号炉運転開始後

６０年経過時点の

中性化深さ※１

(cm)

(推定式)

鉄筋が腐食

し始める時の

中性化深さ※2

（cm）

経過年数
実測値

（cm）

推定値

(cm)

(推定式)

原子炉周辺建屋

（屋内面）
２８年 ０．１

１．８

（森永式）

２．６

（森永式）
７．０

廃棄物処理建屋

（屋内面）
２８年 ０．１

１．９

（森永式）

２．８

（森永式）
７．０

海水ポンプ室

（気中帯）
２４年 ０．５

０．５

（森永式）

０．８

（森永式）
８．５



２－１－４．塩分浸透による強度低下

ａ．評価対象部位

・海水ポンプ室

ｂ．評価点

・環境条件が異なる気中帯、干満帯、海中帯を選定
気中帯、干満帯、海中帯についてはH.W.LおよびL.W.Lを考慮

ｃ．評価手順

（１）運転開始後60年時点における鉄筋腐食減量の算出
①拡散方程式：運転開始経過年ごとの鉄筋位置における塩化物イオン量を算出
②森永式※：塩化物イオン量を用いて運転開始経過年数ごとの鉄筋腐食減量を算出

（２）かぶりコンクリートにひび割れが発生する時点における鉄筋腐食減量の算出
・森永式：鉄筋径およびかぶり厚さを用いて、かぶりコンクリートにひび割れが発生する時点における

鉄筋腐食減量を算出
（３）運転開始後60年時点における鉄筋腐食減量の評価
・（１）（２）の鉄筋腐食減量を比較

23コンクリートの強度低下および遮蔽能力低下（含む鉄骨構造の強度低下）

※森永式（森永「鉄筋の腐食速度に基づいた鉄筋コンクリート建築物の寿命予測に関する研究」－東京大学学位論文（1986））

H.W.L：T.P.+0.86m
L.W.L：T.P.-0.40m

（現地での観測記録(2010.1～2016.7)による）

取水構造物 断面図

気中帯

干満帯

海中帯
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ｄ．健全性評価結果

運転開始後６０年経過時点における鉄筋腐食減量は、かぶりコンクリートにひび割れが発生する時点

の鉄筋腐食減量を下回っていることから、健全性評価上問題とはならない

調査時期

調査時点の
鉄筋位置での

塩化物イオン濃度
および量

上段(%)
下段(kg/m3)

鉄筋の腐食減量
(×10-4g/cm2)

調査時点
運転開始後

60年経過時点

かぶりコンクリー
トにひび割れが
発生する時点

海水ポンプ室
（気中帯）

2016年
（運転開始後24年経過）

0.00
(0.03) 2.2 5.5 90.1

海水ポンプ室

（干満帯）※１

2016年
（運転開始後24年経過）

0.00
(0.03) 6.1 14.6 90.1

海水ポンプ室
（海中帯）

2016年
（運転開始後24年経過）

0.00
(0.00) 0.0 0.0 90.1

運転開始後60年経過時点とかぶりコンクリートにひび割れが発生する時点の鉄筋腐食減量の比較

コンクリートの強度低下および遮蔽能力低下（含む鉄骨構造の強度低下）

※１：コンクリート表面が、乾湿によって気中帯と同程度に外気に曝されると保守的に想定して酸素濃度を設定した。
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２－１－５．機械振動による強度低下

ａ．評価対象部位

（１）タービン架台（タービン建屋）
（２）非常用ディーゼル発電機基礎（原子炉補助建屋）

ｂ．評価点

・より振動の影響を受けるタービン架台のうち、局部的に影響をうける可能性がある基礎ボルト周辺

のコンクリート

ｃ．健全性評価結果

（１）定着部周辺コンクリートにひび割れが発生する可能性はある
（２）現状保全において定期的な目視確認を実施しており、有意な欠陥等がないことを確認
（３）今後も現状保全を継続することにより、健全性の維持は可能

コンクリートの強度低下および遮蔽能力低下（含む鉄骨構造の強度低下）
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２－１－６．コンクリートの破壊試験結果

コンクリート構造物から採取した試料の破壊試験を行った結果、平均圧縮強度が設計基準強度を
上回っていることを確認した。

なお、外部遮蔽壁については、リバウンドハンマーを用いた非破壊試験により現状のコンクリート強度

の推定を行った。
コンクリートの強度試験結果

※１：原子炉周辺建屋、廃棄物処理建屋および制御建屋をまとめて原子炉補助建屋として評価
※２：外部遮蔽壁については平均推定圧縮強度
※３：試験実施期間（運転開始後経過年数）：2016~2020年（24～29年）

コンクリートの強度低下および遮蔽能力低下（含む鉄骨構造の強度低下）

代表構造物
平均圧縮強度※２※３

（N/mm2）
設計基準強度

（N/mm2）

外部遮蔽壁 81.3 44.1

内部コンクリート 52.3 29.4

原子炉格納施設基礎 44.3 29.4

原子炉補助建屋※１ 42.5 29.4

タービン建屋 29.5 20.6

海水ポンプ室 39.0 23.5



27コンクリートの強度低下および遮蔽能力低下（含む鉄骨構造の強度低下）

１次遮蔽壁の概要

２－２．コンクリートの遮蔽能力低下
２－２－１．熱による遮蔽能力低下
ａ．評価対象部位
運転時に最も高温状態となる１次遮蔽壁（内部

コンクリート）

ｂ．評価点
ガンマ発熱の影響の最も大きい炉心領域部

および原子炉容器サポート（ＲＶサポート）直

下部

ｃ．評価方法
コンクリートの温度制限値と温度分布解析結

果を比較



28コンクリートの強度低下および遮蔽能力低下（含む鉄骨構造の強度低下）

ｄ．健全性評価結果

・コンクリートの最高温度は制限値以下であり、水分の逸散はほとんどないと考えられることから、
健全性評価上問題とはならない

最高温度（℃） 制限値※（℃）

中性子遮蔽 約52.0（炉心領域部） 88

ガンマ線遮蔽 約52.0（炉心領域部） 177

1次遮蔽壁における解析による最高温度と制限値の比較

※「コンクリート遮蔽体設計規準」（R.G.Jaeger et al.「Engineering Compendium on Radiation Shielding(ECRS) VOL.2」）
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２－３．テンドンの緊張力低下

２－３－１．プレストレス損失

ａ．評価対象部位

外部遮蔽壁、原子炉格納施設基礎（テンドン定着部）

ｂ．評価点

３０ 年目供用期間中検査における、緊張力検査の対象テンドン

ｃ．評価方法

運転開始後６０年経過時点の緊張力予測値を、３０ 年目供用期間中検査における緊張力検査結果の

測定値より３０ 年以降６０年までのプレストレス損失を減じて算定し、設計要求値と比較する。

コンクリートの強度低下および遮蔽能力低下（含む鉄骨構造の強度低下）

＝ ―
プレストレス損失※

（３０年以降６０年まで）

① ② ③

プレストレス損失 計算イメージ

緊張力測定値
（３０年目供用期間中

検査結果）

緊張力予測値
（運転開始後６０年

経過時点）

③
④

⑤

（※）プレストレス損失（30年目以降60年まで）
＝プレストレス損失（運転開始後60年経過時点）
－プレストレス損失（運転開始後30年経過時点）①

⑤ ④

③
②
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ｄ．プレストレス損失の算出

テンドンの有効張力に対するロスとして、PC鋼より線のリラクセーションによるロス（⊿f2）、コンクリ

ートのクリープによるロス（⊿f3）および乾燥収縮によるロス（⊿f4）を考慮する。

プレストレス損失⊿f  ＝ ⊿f2   + ⊿f3   + ⊿f4

・ PC鋼より線のリラクセーションによるロス

∆ ଶ݂ ൌ γ ௥ݐ · ௜݂ · 1െ 2 · ∆௙యା∆௙ర
௙೔

※１

・コンクリートのクリープによるロス

∆ ଷ݂ ൌ
௡·ఝ ௧、௧బ ·ఙ೎

ଵା௡·഑೎೑೔
· ଵାభమఝ ௧、௧బ

※１

・乾燥収縮によるロス

∆ ସ݂ ൌ
ா೛·ఌೞ ௧、௧బ

ଵା௡·഑೎೑೔
· ଵାభమఝ ௧、௧బ

※１

コンクリートの強度低下および遮蔽能力低下（含む鉄骨構造の強度低下）

σc ：初期平均コンクリート応力度
fi ：テンドンの初期平均張力
Ep ：テンドンのヤング係数
Ec ：コンクリートのヤング係数
n ：ヤング係数比（Ep/Ec）
γ(tr) ：PC鋼より線のリラクセーション係数
φ(t、t0) ：コンクリートのクリープ係数
εs(t、t0) ：コンクリートの乾燥収縮ひずみ

プレストレス損失
（運転開始後

30年経過時点）

プレストレス損失
（運転開始後

60年経過時点）

プレストレス損失※２

（30年目以降
60年まで）

フープテンド
ン(⊿f)

ドーム 0.659MN 0.679MN 0.020MN
胴 0.772MN 0.800MN 0.028MN

逆Ｕテンドン(⊿f) 0.768MN 0.792MN 0.025MN

プレストレス損失の算定結果

※２ 運転開始後60年経過時点の緊張力予測値の算出において、フープテンドンについては、0.028MNを、逆Uテンドンには0.025MNを用いる。
※１ 第１回工事計画認可申請資料より
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ｅ．健全性評価結果

コンクリートの強度低下および遮蔽能力低下（含む鉄骨構造の強度低下）

テンドンの緊張力（×MN）

測定値 予測値

設計要求値３０年目

供用期間中検査※

運転開始後
６０年経過時点

フープ
テンドン ６．１６ ６．１３ ５．３６

逆Ｕ
テンドン ６．４４ ６．４２ ５．６６

※各テンドンの緊張力測定値 の平均値

・運転開始後６０年経過時点のテンドンの緊張力予測値は、設計要求値を上回っていることから、健全
性評価上問題とはならない。

運転開始後６０年経過時点の緊張力予測値と設計要求値の比較



32

３ 現状保全、総合評価、高経年化への対応

経年劣化事象 現状保全 総合評価
高経年化への

対応

コ
ン
ク
リ
ー
ト
構
造
物

強度低下

○目視点検
・強度に支障をきたす可能性のあるような有意
な欠陥がないことを定期的に確認し、必要に応
じて塗装の塗替え等の補修を実施している

○非破壊検査による点検
・強度に急激な経年劣化が生じていないことを
定期的に確認

○現状において、設計基準強度を上回っており、
強度低下が急激に発生する可能性は極めて
小さいと考えられる

〇ひび割れなどについては目視確認で検知可
能であり、必要に応じて塗装の塗替えなどの
補修を実施していることから、保全方法は適切

○現状の保全を
継続して健全性
を確認遮蔽能力低下

○目視点検
・遮蔽能力に支障をきたす可能性があるひび
割れなどの有意な欠陥がないことを定期的に
確認

○遮蔽能力の低下の可能性はないと考えられる

○ひび割れなどについては目視確認で検知可
能であり保全方法として適切

テンドンの
緊張力低下

〇目視点検
・緊張力に支障をきたす可能性のあるような急
激な経年劣化がないことを緊張力検査および
定着部（定着具、周辺コンクリート部）の目視点
検により定期的に確認している。

〇健全性評価結果から判断して、今後、テンドン
の緊張力低下が急激に進展する可能性は極
めて小さいと考えられる。

〇定期的に緊張力検査および定着部の目視点
検を実施することで、緊張力低下について検
知可能であることから、保全方法は適切

コンクリートの強度低下および遮蔽能力低下（含む鉄骨構造の強度低下）


